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④ 組　織
上下水道課(水道担当）組織図

２．将来の事業環境

課　　長

（職員数）…８名　（職種）…事務職員８名
（年齢構成）…20代１名、30代２名、40代４名、50代１名

　・高利率の企業債の借換（S55～H3借入分）
　　　高利率（年利8.1％～5.0％）の借換を行い、約7億2千万円の利息の軽減を図りました。
　・職員の削減
　　　事務の効率化を図り13名（平成18年度）から8名（平成27年度）に職員を減らして約３千４百万
　 円の人件費の削減を図りました。

　　別紙の経営比較分析表をご参照下さい。

　給水人口は、少子高齢化の急速な進展によって、平成21年度をピークに減少傾向にあり、平成28年から
平成38年まで平均0.8％程度減少を想定し算出いたしました。
　普及率は、自家用井戸から水道への全面切替が進んでおり上昇傾向にあることから、平成37年に目標
95％を設定し、平成28年から平成37年まで平均0.4％程度増加を想定し算出いたしました。
　（国立社会保障人口問題研究所による行政人口の推計を使用）

水道業務係　3名

水道施設係　４名

（２）これまでの主な経営健全化の取組

（３）経営比較分析表を活用した現状分析

（１）給水人口の予測
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（２）水需要の予測

　料金収入は、給水人口及び有収水量の増減に合わせて設定いたしました。
　平成32年までは自家用井戸から水道への全面切替が進み１人当の１日の使用水量が上昇傾向
にあることから、年平均0.7％の増加を見込みました。
　また、平成33年以降は給水人口の減少に伴い、料金収入も減額に転じ、年平均0.8％の減少を見
込みました。

　有収水量の割合は、平成27年で生活用使用水量84%、営業用使用水量16%となっております。
　また、平成18年から平成27年までの平均増減率は、生活用使用水量が1.5%増、営業用使用水量が3.4%減
となっております。
　生活用使用水量は、普及率同様に自家用井戸から水道への全面切替が進み増加傾向にあることから、
平成32年までは平均1.4％増とし、平成33年以降は給水人口の減少に伴い、平均0.55％減に設定いたしま
した。、営業用使用水量は、小規模店舗の廃業等により減少傾向にあることから、平成37年まで平均3.0％
減を設定しました。以上のことから、有収水量の予測値は、平成28年から平成32年までは平均0.7%程度増
加、平成33年から平成38年までは平均0.8%程度減少していくものと想定し算出いたしました。

（３）料金収入の見通し
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　 組織については、平成18年から平成23年まで１名づつ減少し、平成24年以降は職員８名で事業を運営し
ております（ただし、課長は下水道と兼務）。
　 これ以上の職員の削減は、災害対応や水道管の漏水対応等を考えると大変厳しいことから、今回の計画
期間内の職員の削減は考えておりません。

（５）組織の見通し

③水道管路整備延長の推移

　平成２７年度末時点の水道管総延長は、４２５ｋｍです。水道管の法定耐用年数は４０年ですが、アセットマネ
ジメントの手引きによると、水道管の耐用年数は、概ね６０年となることから、今回の計画期間内の更新はあり
ませんが、今後は、今年度策定するアセットマネジメント(資産管理)の手法を活用した更新計画を策定し、計画
的に水道管の更新を実施いたします。
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り
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　・施設更新に関する事項
　　　計画期間内の施設更新事業費は、１,９１８百万円で計画いたしました。また、今回の更新につ
　　いては、国補事業が該当しないことから、企業債の借入を予定しております。

②　収支計画のうち財源についての説明

　・施設、設備の廃止統合（ダウンサイジング）に関する事項
　　  現在休止している砂沼浄水場１系の配水ポンプ井を平成２９年度に廃止・撤去します。
　　  また、現在ほとんど稼働していない比毛ポンプ場の廃止・撤去について検討します。
　　  さらに、老朽化している砂沼浄水場の浄水施設の更新については、将来の使用水量を鑑みた
　　ダウンサイジングや新たな水処理方式等も調査・研究し、コストの縮減を図ります。

　・防災・安全に関する事項
　　  近隣市町と災害時に応援給水できる連絡管の整備について協議し、実施します。
　　  また、配水管の布設替の際には耐震管を布設し、災害に強い水道を目指します。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

 ①　収支計画のうち投資についての説明
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　底するとともに、水道施設全般の適正な維持管理と計画的な整備更新を行い、安心・安全な水の
　安定供給に努めます。

（２）災害に強い水道
　　 浄水場などの基幹施設や重要管路の耐震化に取り組み、災害、事故等による被害を最小限に
　とどめ、迅速に復旧できる水道を目指します。

（３）持続可能な水道の実現
　 　アセットマネジメントを平成２９年度までに策定し、中長期的な視点に立ち、水道施設のライフサ
　イクル全体にわたっての効率的かつ効果的な水道施設の管理運営を目指します。
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

 ①　投資について検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

　・委託料、修繕費、動力費、職員給与費に関する事項
　　委託料、修繕費、職員給与費は、H23～27の５ヶ年の平均値で算出いたしました。
　　動力費は、将来の見込配水量にH23～27の５ヶ年の1㎥当りの電気代の平均値をかけて算出
　いたしました。

　・民間の資金・ノウハウ等の活用（PFI・DBOの導入等）
　　　民間の資金やノウハウ等の活用の状況については、本事業体が小規模であり参画する民間
  　事業者が存在しないのが現状ですが、今後は、業務をまとめて発注単位を大きくする、外部研
　　修の活用等先進団体の事例を参考にしながら積極的に調査・研究していきたいと考えておりま
　　す。

　・施設・設備の廃止・統合（ダウンサイジング）
　　　今後、水需要が減少傾向に転じることが予想されるため、浄水場や配水池の統廃合等につい
　　て調査・研究していきたいと考えております。

　・施設・設備の合理化（スペックダウン）
　　　今後、管路更新が予想されるため、口径減や経済性に優れた管への代替等について調査・
　　研究していきたいと考えております。

　・施設・設備の長寿命化等の投資の平準化
　　　既存の浄水の施設・設備が老朽化しているため、予防保全により長寿命化を図るよりも計
　　画的に更新した方が経済的に望ましいことから、投資の平準化を検討しながら施設の更新を
　　図ってまいります。

　・経営戦略の事後検証、更新等に関する事項
　　　平成３０年度までに地域水道ビジョンの策定を予定しているため、策定後、再度経営戦略
　　の見直しを行う予定です。

　・料金に関する事項
　　  これまで、高利率の企業債の借換や職員の削減、料金徴収業務等の民間への委託等により
　　経費の節減に努めてまいりました。
　　　今後は有収水量の減少、及び管路の更新事業にも入ることから５年ごとに料金見直しの検討
　　作業を行う予定です。
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（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． (A) 808,515 819,694 825,496 830,167 835,085 840,253 845,665 838,722 831,844 825,027 818,269 811,567 801,921
(1) 762,714 772,427 776,352 781,628 787,140 792,889 798,871 792,486 786,155 779,874 773,642 767,455 758,314
(2) (B)
(3) 45,801 47,267 49,144 48,539 47,945 47,364 46,794 46,236 45,689 45,153 44,627 44,112 43,607
２． 109,620 79,952 103,600 82,710 78,599 77,817 75,636 70,157 66,705 62,080 61,290 60,311 56,587
(1) 26,471 876 22,089 3,944 389 332 314 311 308 305 301 298 296

26,471 876 22,089 3,944 389 332 314 311 308 305 301 298 296

(2) 80,724 77,026 75,511 76,866 76,310 75,585 73,422 67,946 64,497 59,875 59,089 58,113 54,391
(3) 2,424 2,050 6,000 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900

(C) 918,135 899,646 929,096 912,877 913,684 918,070 921,301 908,879 898,549 887,107 879,559 871,878 858,508
１． 852,389 833,867 824,485 789,375 763,986 767,130 769,294 763,911 761,101 763,594 769,862 775,952 768,466
(1) 40,095 31,287 38,941 38,941 38,941 38,941 38,941 38,941 38,941 38,941 38,941 38,941 38,941

20,521 20,725 21,028 21,028 21,028 21,028 21,028 21,028 21,028 21,028 21,028 21,028 21,028
0

19,574 10,562 17,913 17,913 17,913 17,913 17,913 17,913 17,913 17,913 17,913 17,913 17,913
(2) 422,795 417,982 398,138 398,463 398,803 399,158 399,527 399,911 400,309 400,721 401,147 401,587 402,041

52,380 46,889 47,910 48,235 48,575 48,930 49,299 49,683 50,081 50,493 50,919 51,359 51,813
51,604 42,075 36,133 36,133 36,133 36,133 36,133 36,133 36,133 36,133 36,133 36,133 36,133

318,811 329,018 314,095 314,095 314,095 314,095 314,095 314,095 314,095 314,095 314,095 314,095 314,095
(3) 389,499 384,598 387,406 351,971 326,242 329,031 330,826 325,059 321,851 323,932 329,774 335,424 327,484
２． 137,900 128,561 117,687 108,483 99,663 94,994 90,428 85,414 79,964 74,506 70,385 69,047 68,658
(1) 136,402 126,728 116,337 107,133 98,313 93,644 89,078 84,064 78,614 73,156 69,035 67,697 67,308
(2) 1,498 1,833 1,350 1,350 1,350 1,350 1,350 1,350 1,350 1,350 1,350 1,350 1,350

(D) 990,289 962,428 942,172 897,858 863,649 862,124 859,722 849,325 841,065 838,100 840,247 844,999 837,124
(E) △ 72,154 △ 62,782 △ 13,076 15,019 50,035 55,946 61,579 59,554 57,484 49,007 39,312 26,879 21,384
(F)
(G) 3,315
(H) △ 3,315 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

△ 75,469 △ 62,782 △ 13,076 15,019 50,035 55,946 61,579 59,554 57,484 49,007 39,312 26,879 21,384
(I) 2,885 0 0 15,019 65,054 121,001 182,580 242,134 299,618 348,625 387,938 414,817 436,201
(J) 512,685 493,174 488,246 488,246 488,246 488,246 488,246 488,246 488,246 488,246 488,246 488,246 488,246

158,810 183,983 168,715 168,715 168,715 168,715 168,715 168,715 168,715 168,715 168,715 168,715 168,715
(K) 464,199 476,854 470,526 470,526 470,526 470,526 470,526 470,526 470,526 470,526 470,526 470,526 470,526

86,629 97,264 83,634 83,634 83,634 83,634 83,634 83,634 83,634 83,634 83,634 83,634 83,634
( I )
(A)-(B)

(L)

(M) 808,515 819,694 825,496 830,167 835,085 840,253 845,665 838,722 831,844 825,027 818,269 811,567 801,921

(N)

(O)

(P)

※繰越利益剰余金又は累積欠損金の前年度及び本年度分については、各年度で利益積立金を繰り入れて欠損処理を行うため未処理欠損金はありません。

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

平成29年度 平成34年度 平成35年度 平成37年度 平成38年度平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成36年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度

営 業 収 益
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（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． 115,000 119,100 98,000 131,000 343,000 334,000 321,000 315,000 321,000 294,000 229,000 229,000 229,000

65,000 56,000 56,000 93,000 114,000 105,000 92,000 86,000 92,000 65,000

２． 55,927 53,175 3,215 3,257 6,007 5,086 3,138 3,138 3,138 3,138 3,138 3,138

３．

４． 10,000

５．

６． 24,639

７．

８．

９．

(A) 170,927 206,914 101,215 134,257 349,007 339,086 324,138 318,138 324,138 297,138 232,138 232,138 229,000

(B)

(C) 170,927 206,914 101,215 134,257 349,007 339,086 324,138 318,138 324,138 297,138 232,138 232,138 229,000

１． 66,893 62,165 58,455 61,455 259,101 259,101 259,101 259,101 259,101 259,101 259,101 259,101 259,101

8,963 12,421 12,175 12,175 12,175 12,175 12,175 12,175 12,175 12,175 12,175 12,175 12,175

２． 377,017 372,120 373,787 377,198 381,567 377,880 370,226 367,347 376,530 359,312 238,791 200,668 161,155

３．

４．

５． 50,325

(D) 443,910 484,610 432,242 438,653 640,668 636,981 629,327 626,448 635,631 618,413 497,892 459,769 420,256

(E) 272,983 277,696 331,027 304,396 291,661 297,895 305,189 308,310 311,493 321,275 265,754 227,631 191,256

１． 268,592 273,553 327,027 300,396 287,661 293,895 301,189 304,310 307,493 317,275 261,754 223,631 187,256

２．

３．

４． 4,391 4,143 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

(F) 272,983 277,696 331,027 304,396 291,661 297,895 305,189 308,310 311,493 321,275 265,754 227,631 191,256

(G)

(H) 4,639,677 4,386,657 4,110,870 3,864,672 3,826,105 3,782,225 3,732,999 3,680,652 3,625,122 3,559,810 3,550,019 3,578,351 3,646,196

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決算
見込

34,921 9,376 30,589 12,444 8,889 8,832 8,814 8,811 8,808 8,805 8,801 8,798 8,796

34,921 9,376 30,589 12,444 8,889 8,832 8,814 8,811 8,808 8,805 8,801 8,798 8,796

55,927 53,175 3,215 3,257 6,007 5,086 3,138 3,138 3,138 3,138 3,138 3,138

5,927 3,175 3,215 3,257 6,007 5,086 3,138 3,138 3,138 3,138 3,138 3,138

50,000 50,000

90,848 62,551 33,804 15,701 14,896 13,918 11,952 11,949 11,946 11,943 11,939 11,936 8,796

平成38年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度平成29年度本年度 平成36年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

平成37年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他会計長期借 入返 還金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

平成34年度 平成35年度 平成37年度

他 会 計 負 担 金

平成38年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成36年度
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グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成26年度全国平均

※　平成22年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

【全体総括】
当市は、給水収益のみで、浄水場等の電気代、薬品
費、受水費等の固定費用を賄うことができず、一般
会計からの補助金の依存度が高くなっている。
今後、管路更新需要の増加に備え、財源確保が求め
られており、経営改善に向けた対策が必要になると
考える。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」

2. 老朽化の状況について

管路経年化率の指標については、他の類似団体と比
べて、水道事業供用開始日から日が浅い為、法定耐
用年数が到来している管路が存在しないので、0%と
なっている。

しかし、今後、水道事業供用開始時の管路更新需要
が多く見込まれる為、修繕引当金等の財源確保の対
策が必要になると考える。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

490.67 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 46.41 91.61 4,320 39,686 80.88

①経営収支比率
100%以上であることが求められているが、100%以下
となっており、類似団体と比較しても低い結果と
なっている。
【要因】
十分な給水収益が確保されていないことが考えられ
る。給水収益については、普及率を向上させ、給水
収益を上げることや経費の削減等、経営改善に向け
た対策が必要になると考える。

④企業債残高対給水収益比率
可住地面積が広く、設備投資が多く企業債の割合が
高い結果となっている。
【要因】
本市では平成20年度まで大規模な拡張事業を行って
おり、その財源として多額の企業債(国等からの長
期借入金)を発行した為、企業債残高は高い水準で
あるが、企業債残高は減少傾向であり、今後改善の
見込みである。

⑥給水原価
類似団体との比較では製造コストが高い結果となっ
ている。
【要因】
十分な給水収益が無い為、電気代、受水費等の固定
費を給水収益で賄うことできないので、高い製造コ
ストとなっている。今後は普及率を向上させ、収益
を上げることが必要である。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

556.39 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
) －

法適用 水道事業 末端給水事業 A5 45,001 80.88

経営比較分析表
茨城県　下妻市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

40179 40544 40909 41275 41640

当該値 0.03 0.09 0.03 0.07 0.1

平均値 0.68 0.7 0.81 0.59 0.6

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

40179 40544 40909 41275 41640

当該値 97.08 101.31 106.08 101.09 92.71

平均値 108.43 105.61 106.41 106.89 109.04

80.00

85.00

90.00

95.00

100.00

105.00

110.00

115.00

40179 40544 40909 41275 41640

当該値 39.74 41.57 43.33 44.93 56.6

平均値 34.47 35.53 36.36 37.34 44.31

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

40179 40544 40909 41275 41640

当該値 0 0 0 0 0

平均値 6.06 6.47 7.8 8.39 10.09

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

①経常収支比率(％)

40179 40544 40909 41275 41640

当該値 2.26 0 0 0 0

平均値 5.37 6.79 6.33 7.76 3.77

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

8.00

9.00

40179 40544 40909 41275 41640

当該値 329.01 438.81 646.98 408.45 110.45

平均値 792.56 832.37 852.01 909.68 382.09

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00

900.00

1,000.00

40179 40544 40909 41275 41640

当該値 771.83 736.37 670.38 638.21 608.31

平均値 403.05 403.15 391.4 382.65 385.06

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00

900.00

40179 40544 40909 41275 41640

当該値 72.67 74.75 84.8 86.65 83.85

平均値 97.63 94.86 95.91 96.1 99.07

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

40179 40544 40909 41275 41640

当該値 307.56 292.62 262.91 257.76 266.53

平均値 172.59 179.14 179.29 178.39 173.03

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

40179 40544 40909 41275 41640

当該値 54.85 57.15 57.45 68.27 68.49

平均値 60.17 58.76 59.09 59.23 58.58

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

40179 40544 40909 41275 41640

当該値 97.77 94.23 95.32 97.18 96.14

平均値 85.47 84.87 85.4 85.53 85.23

75.00

80.00

85.00

90.00

95.00

100.00

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【113.03】 【0.81】 【264.16】 【283.72】

【89.78】【59.80】【164.21】【104.60】

【46.31】 【12.42】 【0.78】


